
東邦銀行 平成21年中間期（9月）
107期 事業の中間ご報告／ミニディスクロージャー誌

TOHO
ミニレポート2009

（平成21年10月31日現在）

好みで選べる4つのカラー
キレイもついてる「  　　　　　」 「  　　　　　」

ゴールドカードも

※本会員のお申込みは18歳以上で、本人または配偶者に安定した収入のある個人の方とさせていただきます。（未成年の方は親権者の同意が必要となります）
※お申込みに際しては当行所定の審査がございますのでご希望にそえない場合があります。

※4：キャッシュクレジット一体型の場合、家族会員は1名様までお申込みいただけます。 所定の規定料金は上記の通りとなります。

ATM手数料

東邦銀行ATM時間外手数料 105円（税込）

コンビニATM利用手数料 105円～210円（税込）

Alwaysカード年会費
一般カード 本会員：1,312円（税込）
ゴールド
カード 本会員：10,500円（税込）

家族会員：420円（税込）
家族会員：1名様は無料
2名様からは1名様につき1,050円（税込）

※4

※4
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　当行では、平成３年１１月の創立５０周年時に掲げた以下の企業理念に基づいた経営を
行っており、これまで以上に地域社会やお客さま、株主の皆さまに対して熱いこころをもって、
誠実に行動していくことを通じて、地域経済・社会に寄与し、地域活性化、ひいては福島県の
持続的な発展に貢献してまいります。

ごあいさつ

東邦銀行の企業理念

　皆さまには、日頃より東邦銀行グループを
ご利用、お引き立ていただきまして、誠に
ありがとうございます。
　さて、東邦銀行グループの主たる営業基
盤である福島県内の経済につきましては、
生産活動において、やや持ち直しの動きが
見られますが、雇用は引き続き厳しい状況
にあり、個人消費も総じて弱い動きをして
おります。
　一方では、福島県は東北6県の製造品
出荷額の3割強を占めるなど経済活動が
さかんであり、今後の発展が十分見込まれ
る地域と考えております。
　このような福島県を地盤とし、東邦銀行
グループでは、地域経済の成長・発展に

貢献するため、ご融資を中心とした円滑な
資金供給に努めるとともに、お客さまのさま
ざまなニーズにお応えした金融サービスの
提供を行ってまいりました。
　医療保険や学資保険などの保険商品
の取扱いを新たに始め、平成21年8月には
県内初となる「インターネット支店」を開設
いたしました。
　また、地域社会の活性化に向けてさまざ
まな取り組みを行うとともに、お取引先の皆
さまの経営相談・経営支援等を継続的に
実施しております。昨今の経済・雇用情勢
の悪化にともなうお客さまからの相談にも真
摯に対応させていただいております。
　東邦銀行グループでは、目指す銀行像

として長期ビジョン「大きく・強く・たくましく～
地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事
に～」を新たに定めるとともに、平成21年4
月より、計画期間を3年間とする中期経営
計画「地域いちばん銀行計画2009」をス
タートさせております。
　これまでも、地域社会の発展、地元経済の
活性化を念頭に置いた企業活動を行って
まいりましたが、これからも、ふるさと“ふくしま”
の発展のため地域へ熱いこころをもって
行動していくことにより、お客さまとの関わりを
より強固なものとし、お客さまから選ばれ
続ける銀行グループを目指してまいります。
　今後とも、より一層のご支援、ご愛顧を
賜りますようお願い申し上げます。取締役頭取

平成21年12月

平成21年9月30日現在

設 立

本店所在地

店 舗 数

資 本 金

従 業 員 数

総 資 産

預 金

貸 出 金

昭和16年11月4日

福島市大町3番25号

本支店114
（県内106、県外8）

186億84百万円

2,020人

3兆234億円

2兆7,055億円

2兆291億円

……

……

……
 

……

……

……

……

……

地域を見つめ、
地域とともに 

私たちは、地域を見つめ、地域
とともに歩み、総合的な金融
サービスをもって「ふくしま」の
発展とお客さまの豊かなくらし
づくりのために力を尽します。

社会的使命

お客さまの
満足のために

私たちは、進取・積極の精神と
健全な姿勢を基本とし、心が通
いあう活きた組織をもって
お客さまの満足のために汗を
流します。

経営姿勢

新しい感覚と
柔軟な発想をもって
私たちは、ふるさと「ふくしま」
を愛し、新しい感覚と柔軟な発
想をもって自分を磨き、お客さま
の信頼に応えることを喜びと
します。

行動規範

お客さまから選ばれ続 ける銀行グループを目指してまいります。

プロフィール 目次

1
3
5
6
7
8
9
10
11
13
15
17
18

●ごあいさつ
●東邦銀行の計画
●決算ハイライト
●損益の状況
●総預金と貸出金の状況
●不良債権の状況
●地域経済活性化への取組み
●利便性向上に向けた取組み
●CSR（企業の社会的責任）への取組み
●21年度中間決算のご報告
●グループの21年度中間決算のご報告
●THE TOHO BANK NOW
●株式についてのご案内・役員
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重点戦略

長期ビジョン

中期経営計画

大きく・強く・たくましく
～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～

〈目指す銀行像〉

〈名　称〉

●総預金（ピーク時残高） ………3兆3,000億円
●総預かり資産（平均残高） …3兆6,000億円
●貸出金（平均残高） ……………2兆1,000億円

地域いちばん銀行計画2009
（計画期間：2009年4月1日～2012年3月31日）

○法人マーケット戦略
○個人マーケット戦略
○チャネル戦略・手数料
戦略

○CS向上
○業務プロセスの再構築・
システムインフラの      
整備

お客さまの視点に立った
商品・サービスの提供

　東邦銀行グループでは、創立７５周年である平成２８年度に目指す銀行像として「大きく・強く・たくましく
～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～」を長期ビジョンとしており、その実現に向けた３ヵ年計画で
ある中期経営計画「地域いちばん銀行計画２００９」を平成２１年４月よりスタートさせております。
　本計画では、「地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に」を基本的考え方としており、その実践により、
あらゆる面において地域から選ばれ続ける「地域いちばん銀行」を実現してまいります。

計画の概要

■経営計画体系図

○人を育てる企業風土の確立
○働きがいの実感でき
る企業風土の醸成

○人材の効果的活用と配置
○がんばった人が評価
される枠組みの構築

○創立70周年記念事業
の実施

全員参加型の
企業風土の確立

○マーケット運用力の
強化

○資産健全化への継続
的取組み

○資本政策・株主還元策
○グループ総合力の強化
○OHR（経費率）の改善

経営の効率化と
企業体力の強化

○法令等遵守・顧客保護
等管理態勢の充実・
強化

○リスク管理態勢・自己
資本管理態勢の充実・
強化

○会計基準変更等への対応
○内部監査態勢の強化

経営管理態勢の
強化

○地域経済への貢献・
支援

○地域との連携・協働
○地域活性化への継続
的取組み
・環境問題への取組み
・地域社会への貢献

福島県を核とした
地域への貢献

大きく
【総預金4兆円】

（盤石な企業規模と営業基盤）

強く
【当期純利益100億円】

（高い収益力）

たくましく
【自己資本比率11%以上】

（健全な経営体質）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

■基本的考え方
地域に熱く ふるさと“ふくしま”の発展のため、地域社会やお客さま、株主に対し、熱いこころをもって行動する
お客さまに誠実に お客さまの視点に立って、誠実にこころをこめて接し、広く地域から選ばれる銀行となる
人を大事に 従業員が働きがいを実感できる企業風土を醸成し、当行の将来を担い、地域を支える人材を育成する

主要勘定目標（最終年度）
●コア業務純益 …………………………150億円
●当期純利益 ………………………………75億円
●自己資本比率 …………………………11％以上

経営指標目標（最終年度）

1

2

3

ワンポイント
かいせつ

　金融機関が、長期的な取引関係により得られた情報を活用し、対面交渉を含む質の
高いコミュニケーションを通じて融資先企業の経営状態等を的確に把握し、これにより中
小企業等への金融仲介機能を強化するとともに、金融機関自身の収益向上を図るビジ
ネスモデルを意味しております。すなわち、地域金融機関の営業形態そのものが「地域密
着型金融」（リレーションシップバンキング）であるということができます。

地域密着型
金融とは？

　当行では、地域密着型金融の本質を、企業理念の一つである「地域を見つめ、地域ととも

に」そのものであると考え、「ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化」

「事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の提供」「地域の

情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献」の3つを柱とした「地域密着型金融推

進計画」を策定し、地域の活力向上や地域経済の活性化などに積極的に取組んでおります。

ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化
○産学官や投資ファンドなどの外部機関との連携強化を通じて新規事業の創出や地域企業の
育成・支援を行うとともに事業承継問題に対し地域活性化の観点から、事業承継・M&A・相続
等のコンサルティング業務に積極的に取組んでおります。

○事業再生に関しては、東北財務局から「平成20年度地域密着型金融シンポジウム」財務
局長賞を受賞するなど、先進的な各種再生手法の活用や外部機関との連携により、地域経済
を支援していくための積極的な活動を実施しております。

事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の提供
○内部研修の充実を図るとともに外部研修への積極的な派遣を実施することにより目利き能
力や事業価値を見極める能力を有した人材の更なる育成に努めております。

○地域企業の資金調達方法の多様化にお応えし、中小企業金融の円滑化を図るため知的財産
権担保融資や私募債、ＡＢＬ（動産担保融資）などの取組みも積極的に行っております。

地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献
○お客さまのビジネスマッチングの活性化につなげることを目的に「地産地消」・「地産地商」
をテーマとした「食の商談会」を開催したほか、当行の情報機能やネットワークを活用し、医
療経営セミナーや国際経済セミナーなどの地域企業向けの実践的なセミナーを開催するな
ど、地域経済の活性化に向けた取組みを積極的に実施しております。
○地域の少子高齢化や環境保全などの各種課題に対応していくため、教育環境の充実を目的
とした提携教育ローンの拡充や、東邦エコ定期預金の販売など地域の持続的成長に貢献し
ていく金融商品の提供などを実施しております。

地域密着型金融推進計画

詳細は当行ホームページ　　　　　　　　　　　　　　　　　　に掲載しておりますのでご覧ください。

東邦銀行の計画 TO H O  
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計画の概要

■経営計画体系図

○人を育てる企業風土の確立
○働きがいの実感でき
る企業風土の醸成

○人材の効果的活用と配置
○がんばった人が評価
される枠組みの構築

○創立70周年記念事業
の実施

全員参加型の
企業風土の確立

○マーケット運用力の
強化

○資産健全化への継続
的取組み

○資本政策・株主還元策
○グループ総合力の強化
○OHR（経費率）の改善

経営の効率化と
企業体力の強化

○法令等遵守・顧客保護
等管理態勢の充実・
強化

○リスク管理態勢・自己
資本管理態勢の充実・
強化

○会計基準変更等への対応
○内部監査態勢の強化

経営管理態勢の
強化

○地域経済への貢献・
支援

○地域との連携・協働
○地域活性化への継続
的取組み
・環境問題への取組み
・地域社会への貢献

福島県を核とした
地域への貢献

大きく
【総預金4兆円】

（盤石な企業規模と営業基盤）

強く
【当期純利益100億円】

（高い収益力）

たくましく
【自己資本比率11%以上】

（健全な経営体質）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

■基本的考え方
地域に熱く ふるさと“ふくしま”の発展のため、地域社会やお客さま、株主に対し、熱いこころをもって行動する
お客さまに誠実に お客さまの視点に立って、誠実にこころをこめて接し、広く地域から選ばれる銀行となる
人を大事に 従業員が働きがいを実感できる企業風土を醸成し、当行の将来を担い、地域を支える人材を育成する

主要勘定目標（最終年度）
●コア業務純益 …………………………150億円
●当期純利益 ………………………………75億円
●自己資本比率 …………………………11％以上

経営指標目標（最終年度）

1

2

3

ワンポイント
かいせつ

　金融機関が、長期的な取引関係により得られた情報を活用し、対面交渉を含む質の
高いコミュニケーションを通じて融資先企業の経営状態等を的確に把握し、これにより中
小企業等への金融仲介機能を強化するとともに、金融機関自身の収益向上を図るビジ
ネスモデルを意味しております。すなわち、地域金融機関の営業形態そのものが「地域密
着型金融」（リレーションシップバンキング）であるということができます。

地域密着型
金融とは？

　当行では、地域密着型金融の本質を、企業理念の一つである「地域を見つめ、地域ととも

に」そのものであると考え、「ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化」

「事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の提供」「地域の

情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献」の3つを柱とした「地域密着型金融推

進計画」を策定し、地域の活力向上や地域経済の活性化などに積極的に取組んでおります。

ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化
○産学官や投資ファンドなどの外部機関との連携強化を通じて新規事業の創出や地域企業の
育成・支援を行うとともに事業承継問題に対し地域活性化の観点から、事業承継・M&A・相続
等のコンサルティング業務に積極的に取組んでおります。

○事業再生に関しては、東北財務局から「平成20年度地域密着型金融シンポジウム」財務
局長賞を受賞するなど、先進的な各種再生手法の活用や外部機関との連携により、地域経済
を支援していくための積極的な活動を実施しております。

事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の提供
○内部研修の充実を図るとともに外部研修への積極的な派遣を実施することにより目利き能
力や事業価値を見極める能力を有した人材の更なる育成に努めております。

○地域企業の資金調達方法の多様化にお応えし、中小企業金融の円滑化を図るため知的財産
権担保融資や私募債、ＡＢＬ（動産担保融資）などの取組みも積極的に行っております。

地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献
○お客さまのビジネスマッチングの活性化につなげることを目的に「地産地消」・「地産地商」
をテーマとした「食の商談会」を開催したほか、当行の情報機能やネットワークを活用し、医
療経営セミナーや国際経済セミナーなどの地域企業向けの実践的なセミナーを開催するな
ど、地域経済の活性化に向けた取組みを積極的に実施しております。
○地域の少子高齢化や環境保全などの各種課題に対応していくため、教育環境の充実を目的
とした提携教育ローンの拡充や、東邦エコ定期預金の販売など地域の持続的成長に貢献し
ていく金融商品の提供などを実施しております。

地域密着型金融推進計画

詳細は当行ホームページ　　　　　　　　　　　　　　　　　　に掲載しておりますのでご覧ください。
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損益の状況

　銀行本来の業務収支を表す資金利益が安定して推移していることに加え、不良債権処理額の減
少や有価証券関係損益の改善などにより、経常利益・中間純利益ともに大幅な増益となりました。

業務純益は、銀行本来の業務（資金の運用・調達、サービスの提供等）
でどれだけ利益をあげたかを表す銀行固有の指標で一般企業の営業
利益に相当します。
コア業務純益は、業務純益から一般貸倒引当金繰入額と債券関係損
益の影響額を除いた利益です。

業務純益・
コア業務純益

■コア業務純益 ■経常利益 ■中間純利益■業務純益
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（△は中間純損失）
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（億円） 平成19年
9月期

平成20年
9月期

不良債権処理額の減少などにより、
経常利益、中間純利益ともに大幅な増益となりました。
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自己資本比率（単体）

当行の格付け

決算ハイライト TO H O  
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2 1年 9月期、当行は安定的な収益および十分な健全性を
確保し、皆さまから高い信頼を得ています。

銀行経営の健全性を測る上で重要な指標とな
っている自己資本比率（単体）は11.00％とな
り、国内基準の4％を大きく上回っています。
また、Tier1比率（コアの自己資本比率）は
8.43％となっております。

銀行の健全性をあらわす
自己資本比率は11.00％となり、
国内基準の4％を大きく
上回っています。

投資適格水準との評価を得ています。
経営の健全性と安定性に関しては客観的な評価が大切です。
「格付け」は、利害関係のない第三者である格付機関が企業
の信用度や債務履行能力等を簡潔な記号で表したものです。
最近では、企業の安全性を客観的に評価した指標として、広
く知られるようになっております。
当行は、日本格付研究所から「A」の長期優先債務格付けを
またスタンダード＆プアーズ社より「A－」の長期発行体格付
けを取得しており、いずれも投資適格水準となる評価を得て
おります。

32億円
中間純利益

 前中間期比

43億円増加

11.00%
自己資本比率

20年9月末比

0.77ポイント上昇

3兆2,267億円
総預かり資産残高
（総預金+預かり資産）

 20年9月末比

667億円増加

■Tier1比率
自己資本比率における自己資本は、資本金、資本剰余金、利益剰余金の基本
的項目（Tier1）と、一般貸倒引当金等の補完的項目（Tier2）とに区分されま
す。Tier1比率は、補完的項目（Tier2）を除くコアの自己資本比率と言えます。

■自己資本比率
自己資本比率は銀行の信用度、健全性を示す重要な指標です。海外で業務を
営む銀行は8％以上（国際統一基準）、当行のように国内のみで業務を営む銀
行は4％以上（国内基準）を維持することが義務づけられています。

10

5

Tier1比率

0
（％） 平成20年9月末 平成21年9月末平成19年9月末

（単位：％）■自己資本比率（単体）の推移
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日本格付研究所
A

スタンダード＆プアーズ社
  A－



5 6

損益の状況

　銀行本来の業務収支を表す資金利益が安定して推移していることに加え、不良債権処理額の減
少や有価証券関係損益の改善などにより、経常利益・中間純利益ともに大幅な増益となりました。

業務純益は、銀行本来の業務（資金の運用・調達、サービスの提供等）
でどれだけ利益をあげたかを表す銀行固有の指標で一般企業の営業
利益に相当します。
コア業務純益は、業務純益から一般貸倒引当金繰入額と債券関係損
益の影響額を除いた利益です。

業務純益・
コア業務純益

■コア業務純益 ■経常利益 ■中間純利益■業務純益

0
（億円）

80

60

40

20

38

64 63

平成19年
9月期

平成20年
9月期

平成21年
9月期

58

0

60

40

20

54

60

（億円）平成19年
9月期

平成20年
9月期

平成21年
9月期

0

60

40

20

△2

54

（△は経常損失）

47

（億円）平成19年
9月期

平成20年
9月期

平成21年
9月期

40

30

0

10

20

平成21年
9月期

（△は中間純損失）

△10

31
32

（億円） 平成19年
9月期

平成20年
9月期

不良債権処理額の減少などにより、
経常利益、中間純利益ともに大幅な増益となりました。

TO H O  

m i n i  R E P O R T

2 0 0 9

ワンポイント
かいせつ

自己資本比率（単体）

当行の格付け

決算ハイライト TO H O  

m i n i  R E P O R T

2 0 0 9

2 1年 9月期、当行は安定的な収益および十分な健全性を
確保し、皆さまから高い信頼を得ています。

銀行経営の健全性を測る上で重要な指標とな
っている自己資本比率（単体）は11.00％とな
り、国内基準の4％を大きく上回っています。
また、Tier1比率（コアの自己資本比率）は
8.43％となっております。

銀行の健全性をあらわす
自己資本比率は11.00％となり、
国内基準の4％を大きく
上回っています。

投資適格水準との評価を得ています。
経営の健全性と安定性に関しては客観的な評価が大切です。
「格付け」は、利害関係のない第三者である格付機関が企業
の信用度や債務履行能力等を簡潔な記号で表したものです。
最近では、企業の安全性を客観的に評価した指標として、広
く知られるようになっております。
当行は、日本格付研究所から「A」の長期優先債務格付けを
またスタンダード＆プアーズ社より「A－」の長期発行体格付
けを取得しており、いずれも投資適格水準となる評価を得て
おります。

32億円
中間純利益

 前中間期比

43億円増加

11.00%
自己資本比率

20年9月末比

0.77ポイント上昇

3兆2,267億円
総預かり資産残高
（総預金+預かり資産）

 20年9月末比

667億円増加

■Tier1比率
自己資本比率における自己資本は、資本金、資本剰余金、利益剰余金の基本
的項目（Tier1）と、一般貸倒引当金等の補完的項目（Tier2）とに区分されま
す。Tier1比率は、補完的項目（Tier2）を除くコアの自己資本比率と言えます。

■自己資本比率
自己資本比率は銀行の信用度、健全性を示す重要な指標です。海外で業務を
営む銀行は8％以上（国際統一基準）、当行のように国内のみで業務を営む銀
行は4％以上（国内基準）を維持することが義務づけられています。

10

5

Tier1比率

0
（％） 平成20年9月末 平成21年9月末平成19年9月末

（単位：％）■自己資本比率（単体）の推移

国内基準
4％

10.71

8.85

10.23
11.00

8.42 8.43

D
債務不履行

BB、B、CCC、CC、C
投機的・不安定

AAA、AA

BBB
投資適格・安全

A

当行の格付け
（平成21年10月末現在）

日本格付研究所
A

スタンダード＆プアーズ社
  A－



7 8

金融再生法（正式名称「金融機能の再生のための緊急措置に関する法
律」）に基づく基準により、貸出金等の分類を公表しております。対象債権は
私募債、貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、支払承諾見返及び使用
貸借又は賃貸借契約により貸し付けた有価証券です。

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の担保・保証付債権について、
債権額から担保の評価額及び保証等により回収が可能と認められる額を
差し引いた残額を、貸倒償却として債権額から直接減額することです。

金融再生法
開示債権

部分直接償却

（単位：億円、%）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 215
415
24
655

215
306
14
536

92
182
8

283

122
124
6

253

100.0
73.9
58.8
81.9

債権額
（A）

保全額
（B） 担保・保証等 貸倒引当金

保全率
（B／A）

危 険 債 権

要管理債権

合　　　計

■金融再生法開示債権の保全状況

破産、会社更生、再生手続等の事由により、経営破綻に陥っ
ているお取引先に対する債権およびこれらに準ずる債権の
ことです。

お取引先が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状
態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収
および利息の受取りができない可能性の高い債権のことです。

3カ月以上延滞している債権および貸出条件を緩和した債
権のことです。

1兆
9,824億円

正常債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 215億円

危険債権  415億円

要管理債権  24億円

■不良債権比率の推移

2

3

4

5

（単位：％）

平成21年
9月末

平成20年
9月末

平成19年
9月末

4.39

3.94

3.79 3.19

2.73

不良債権の状況

　金融再生法に基づく資産査定の結果、貸出金・支払承諾見返等の総与信のうち正常債権以外の
債権は、130億円減少し655億円となりました。これらの債権については、担保等により保全を図る
とともに、必要な部分については貸倒引当金により十分な引当を行い健全性の確保に努めています。
（注）なお、当行では部分直接償却を実施していませんが、実施した場合の正常債権以外の債権は
　　 557億円となります。

十分な引当を行い、健全性の確保に努めています。

金融再生法開示債権

なるほど
ワンポイント

総預金と貸出金の状況

25,000

30,000
（3兆円）

■総預金・個人預金残高の推移（譲渡性預金含む） ■貸出金・個人ローン残高の推移

■預かり資産（投資信託・公共債・個人年金保険）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

0

5,000

15,000

20,000
（2兆円）

個人預金残高 総預金残高 個人ローン残高

0

1,000

個人年金保険残高公共債保護預かり残高投資信託残高

（単位：億円）

（単位：億円） （単位：億円）

3,000

4,000

2,000

286
4,226

1,305

2,634

382
3,980

981

2,616

554

3,917

868

2,494

貸出金残高

5,567

19,737

5,641

20,291

5,401

18,831

20,101

26,708

18,378 19,349

総預金は2兆8 , 3 5 0億円、
貸出金は2兆29 1億円となりました。

不良債権比率

部分直接償却を
実施した場合の
不良債権比率

（参考）

平成21年
9月末

平成19年
9月末

平成20年
9月末

平成21年
9月末

平成20年
9月末

平成19年
9月末

平成21年
9月末

平成20年
9月末

平成19年
9月末

ワンポイント
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●総預金・預かり資産
　地域のお客さまからのご信頼を得て、譲渡性預金を含めた総預金は、731億円増加し2兆8,350億
円となりました。特に個人預金については751億円増加し2兆101億円となりました。
　預かり資産残高は、個人年金保険残高が増加したものの、公共債・投資信託残高の減少により、
全体で63億円減少し3,917億円となりました。

●貸出金
　地元企業をはじめとした事業性貸出の需要に積極的にお応えするとともに、住宅ローンを中心と
した個人のお客さま向け貸出の増強にも努めました結果、553億円増加し2兆291億円となり
ました。 （平成20年9月末比）

（平成20年9月末比）

28,35027,618

3.49
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トーホーなら   いーな

トーホー   クイック

営業時間 月～金曜／9：00～17：00

0120-1047-17

0120-104-919

電話でのご相談

FAXでのご相談

●
郡
山
ロ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

※お電話は各店の営業時間内に承ります。
※平日15：00以降と土・日曜日は相談業務のみとなります。
※祝日および12月31日～1月3日、5月3日～5月5日は休業と
させていただきます。
※ただし、12月31日～1月3日、5月3日～5月5日のいずれ
かの日が土・日曜日に重なった場合を除き、祝日と土・日曜
日が重なった日は営業いたします。

ローン　は　トー　ホー
○お気軽にご相談ください 店名 営業時間

ローンプラザ福島支店

ローンプラザ須賀川支店  

ローンプラザ会津支店

郡山ローンセンター（新さくら通り支店内）

白河ローンセンター（新白河支店内）

いわきローンセンター（いわき鹿島支店内）

月～金曜
10：00～18：00

土・日曜
10：00～16：00

月～金曜
9：00～17：00

経営支援・事業再生
　本支店が一体となった「改善運動」の実施により経営支援の取組み
強化を図るとともに、様々な事業再生支援の手法を活用し事業再生・
地域再生に向けた活動を積極的に展開しております。
　平成21年2月には、温泉街の面的再生に向けた当行の取組みが、
「平成20年度地域密着型金融シンポジウム」において、東北財務局長
賞を受賞いたしました。

創業・新事業支援
　政府系金融機関との連携・ネットワーク強化、また、県内大学や各地商工会議所との業務連携推進等
を図るとともに、産業クラスターサポート会議への継続参加による各種情報の提供等、創業・新事業支援
への取組みを強化しております。
　また、当行が出資している東北グロースファンドへ県内ベンチャー企業等を紹介していくことで、地場
企業の育成・支援に努めております。

食の商談会「ふくしまフードフェア」
　福島県産の食材の「地産地消」・「地産地商」をテーマとして、
県内各地の魅力ある商品・生産品の消費の拡大支援、地域ブランド
の向上を図り、ひいては地域経済の活性化につなげることを目的とし
て、食の商談会「ふくしまフードフェア」を開催しております。今後も
地域企業のビジネスマッチングを応援していくため積極的な支援を
行ってまいります。

東邦アグリビジネスセミナー
　福島県の主要な産業の一つである農業ビジネスへの新規参入を
支援していくため、平成２１年８月に「東邦アグリビジネスセミナー」
を開催しました。
　今後も「食の安心安全」や「食料自給率」など話題も多いアグリ分野
において、地域の法人・個人の皆さまへ情報提供を行っていくことを
通じて、新規参入支援や事業支援を積極的に行ってまいります。

ビジネスローンプラザ
　「ビジネスローンプラザ」では、福島県内の中小企業・個人事業者の方々のご相談に、電話・FAX・イン
ターネットでお応えするため、専門スタッフを配置しております。融資のご相談や、ご商売の計画など専
門のスタッフがスピーディーにお応えしております。
　ご商売をなさっている方なら当行とお取引のある
方はもちろん、お取引のない方のご相談もお受けし
ております。

利便性向上に向けた取組み地域経済活性化への取組み TO H O  

m i n i  R E P O R T

2 0 0 9

TO H O  

m i n i  R E P O R T

2 0 0 9

新たなＡＴＭ戦略の展開
　当行キャッシュカードをお持ちのお客さまが、更に便利に当行のキャッシュカードをご利用いただ

けるよう、様々な取り組みを行っております。

■ＡＴＭ手数料の無料化
　給与振込、年金振込、住宅ローンいずれかのお取引があるお客さまは、当行ＡＴＭの時間外手

数料を「常時無料」、コンビニＡＴＭ利用手数料を時間内、時間外を問わず「月３回まで無料」で

ご利用いただけます。

■地方銀行とのＡＴＭ提携
　秋田銀行、山形銀行、七十七銀行、常陽銀行、足利銀行の地方銀行５行と個別にＡＴＭ提携し、

提携銀行のＡＴＭでは当行ＡＴＭと同様に、お引出しを「平日日中は無料」でご利用いただけます。

■コンビニＡＴＭ提携拡充
　セブンイレブンに設置されているセブン銀行のＡＴＭに加え、ファミリーマート・ミニストップや

ローソンなどに設置されているコンビニＡＴＭでも、お引出し、残高照会のお取引を「２４時間

３６５日」ご利用いただけます。

■ＡＴＭ営業時間の拡大
　当行ＡＴＭコーナーの営業時間を、最長で朝７時から平日・土曜日・祝日は２２時まで、日曜日は

２１時まで拡大し「県内に本店を置く金融機関では最長の営業時間」でご利用いただけます。

個人ローン専門店
　質の高いローンサービスをより多くの

お客さまにご利用いただけるよう、福島県

内の各主要都市にローン専門店を設置し、

平日の営業時間を延長するとともに、土曜

日・日曜日も営業しております。また、住

宅ローンをはじめ様々なローンに精通し

たスタッフがお客さまのご相談をお受け

いたします。
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CSR（企業の社会的責任）への取組み

「チーム・マイナス６％」への参加
　環境問題の取組みの一環として、「チーム・マイナス６％」運動に参加するとともに、「クールビズ
（夏季の軽装勤務）」を実施することにより、冷房の適正な温度管理を実施し、温室効果ガス排出量
の削減に向けた取組みを行っております。

「とうほうの森」づくりの実施
　福島県が推進する「企業の森林づくり」制度を利
用し、須賀川市と喜多方市においてボランティアの
役職員や家族による「とうほうの森」づくり活動を
実施しております。本年はそれぞれ約２００本の植
樹を行っており、今後も地域の皆さまが親しみやす
い森林づくりを行ってまいります。

東邦・エコ定期預金の販売
　福島県内の森林・湖・公園などの身近な自然環境保全活動を
支援するため、「東邦エコ定期預金」を販売いたしました。
（平成２１年１０月２７日販売終了）この定期預金の残高に応じ
て、福島県内の３つの環境保全団体（「清らかな湖、美しい猪
苗代湖の水環境研究協議会」「自然首都・只見応援基金」
「福島県自然公園清掃協議会」）へ寄付を行っております。

尾瀬の自然環境保護ファンドの販売
　当行は、単独国立公園となった尾瀬の自然環境
を後世まで末永く守るため、自然環境保護ファンド
を販売し、収受した信託報酬の一部について財団
法人尾瀬保護財団へ寄付を行っております。

ＣＳＲへの取組みに対する金利優遇
　「環境への配慮」「社会的活動への関与」「適切な情報開示」等のＣＳＲに取組まれているお客さ
まに対し、東邦・スーパーローンおよび銀行保証付私募債の金利優遇を最大０．２％優遇することに
より、地域社会および地域経済に貢献する活動を積極的に支援しております。

　当行はこれまでもリレーションシップバンキング機能の発揮による地域経済への貢献、雇用の維持
地域企業の事業再生など地域金融機関としての責務を果たすべく、積極的な対応を行ってまいりました。
　こうした中、昨今の環境問題の深刻化や少子高齢化の問題等を踏まえ、「ふくしま」の発展とお客
さまの豊かなくらしづくりのために貢献していくことが、地域社会の一員として一層重要になってき
ていると考え、特に「環境面」「社会面」への取組みを強化したＣＳＲ活動を展開しております。

環境面への取組み

社会面への取組み（地域貢献活動）

TOHO親子金融教室
　子どもたちにお金の大切さを学んでもらうとと
もに、お金の使い方に関心をもってもらうため、
「親子金融教室」を開催しております。店舗内の
見学などを行い、銀行業務についても理解を深
めてもらう活動を行っております。

財団法人東邦銀行文化財団
　財団法人東邦銀行文化財団は、文化・スポーツ団体への助成事業や、機関誌の発行などを通
して、福島県内の文化・スポーツ活動を幅広く支援しております。
　また、同財団が運営する「原郷のこけし群西田記念館」では、こけし収集の第一人者である故西
田峯吉氏の愛蔵品を中心に、こけしや木地玩具、文献、資料等を展示しております。

財団法人東邦育英会
　財団法人東邦育英会は、昭和58年3月に、教育の面から地域社会の発展に寄与することを目的
に設立され、これまでに290名の大学生に対し、返還義務のない奨学資金での支援を行って
おります。

社会貢献者表彰制度
　社会貢献活動への理解と参加を促すた
め、平成5年4月「社会貢献者表彰制度」
を創設し、従業員および退職者の地域社
会への貢献活動を表彰しております。

財団法人福島経済研究所
　財団法人福島経済研究所は、福島県内における経済一般および諸産業の動向などに関する調
査研究を行い、月刊誌「福島の進路」の発行・経済講演会の実施・研修会への講師派遣等を通して、
地域経済・産業等に関する情報の提供をしております。

「小さな親切」運動
　当行は、「小さな親切」運動の福島県本部事務局を担当し、福島県内のクリーン作戦の実施や、
各団体・個人等に対する実行章の伝達、福島県社会福祉協議会への車椅子の寄贈等、同運動の活
動や企画・運営に積極的に携わっております。
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21年度中間決算のご報告

（単位：百万円）

（
ご
参
考
） 金　　額

8
27
35

金　　額

35

35

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

1.
2.
3.

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
共同信託他社管理財産の取扱いはありません。
元本補てん契約のある信託の取扱いはありません。

（注）

科　　　　　目 金　　　　　額

企業や個人への
ご融資である「貸出
金」、債券や株式で
の運用を表す「有
価証券」、短期金
融市場での運用を
表す「コールロー
ン」などの資金の
運用状況を表して
います。

資産の部

「預金」等、主に資
金の調達状況を表
しています。

負債の部
企業の売上高と同
様に、貸出金利息
や各種手数料等の
収益を表します。

経常収益

企業の売上原価と
同様に、預金利息
や営業経費等の費
用を表します。

経常費用

経常利益に、特別
損益や法人税等を
加減して算出し、
当上半期中の利益
を表します。

中間純利益株主の皆さまから
のご出資である
「資本金」や、これ
までの利益の蓄え
である「剰余金」
等を表しています。

純資産の部

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

金　　額

64,258
82,807
2,732
758
9,510

794,196
2,029,140
1,569
9,814
36,611
2,188
13,957
5,613

△29,664

3,023,495

金　　額

2,705,568
129,431
15,000
263

15,000
11,571
1,208
266

10,097
14

8,693
560
109
200
57

4,351
5,613

2,896,436

18,684
8,818
8,818
94,390
8,513
85,876
80,600
5,276
△148
121,744
5,063
249
5,313

127,058
3,023,495

24,025

（19,336）

（4,571）

0

4,857

381

851

2,805

（2,381）

2,409

0

18,445

1,752

30,116

25,413

4,702

258

333

4,627

1,207

157

1,365

3,261

第107期中（平成21年9月30日現在）中間貸借対照表 第107期中（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）中間損益計算書

第107期中（平成21年9月30日現在）中間信託財産残高表
　 資 　 産 　

信 託 受 益 権
現 金 預 け 金
合 計

　科　　　目　
（資産の部）
現 金 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

　科 　 　 　目　
（負債の部）

預 金
譲 渡 性 預 金
借 用 金
外 国 為 替
社 債
そ の 他 負 債
未払法人税等
リ ー ス 債 務
その他の負債

役員賞与引当金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶発損失引当金
ポイント引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計
（純資産の部）
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別途積立金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

（ うち 貸 出 金 利 息 ）

（うち有価証券利息配当金）

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益

　 負 　 債 　

金 銭 信 託

合 計

中間期末における資金の運用・調達の状況等を示します。中間貸借対照表とは

半年間の営業の結果、どのように利益が生じたかを示します。中間損益計算書とは

経常収益から経常
費用を控除したも
のです。

経常利益
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株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

（ うち 貸 出 金 利 息 ）

（うち有価証券利息配当金）

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益

　 負 　 債 　

金 銭 信 託

合 計

中間期末における資金の運用・調達の状況等を示します。中間貸借対照表とは

半年間の営業の結果、どのように利益が生じたかを示します。中間損益計算書とは

経常収益から経常
費用を控除したも
のです。

経常利益
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（単位：百万円） （単位：百万円）
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中間連結損益計算書（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）
科　　　　　目 金　　　　　額

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

金　　額

64,258

82,807

2,732

758

9,510

794,673

2,029,140

1,569

9,817

36,617

2,191

13,982

5,613

△29,665

3,024,009

24,025

（19,936）

（4,571）

0

4,857

405

854

2,804

（2,381）

2,409

75

18,386

1,752

30,143

25,249

4,714

1

333

4,382

1,212

155

1,368

3

3,010

金　　額

2,705,468

129,301

15,000

263

15,000

11,572

14

8,725

566

109

200

57

4,351

5,613

2,896,244

18,684

8,818

94,924

△181

122,246

5,064

249

5,313

205

127,765
3,024,009

　科　　　目　

（資産の部）
現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

　 科 　 　 　目　

（負債の部）
預 金

譲 渡 性 預 金

借 用 金

外 国 為 替

社 債

そ の 他 負 債

役員賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

睡眠預金払戻損失引当金

偶発損失引当金

ポイント引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計
（純資産の部）
資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

土地再評価差額金

評価・換算差額等合計

少 数 株 主 持 分

純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（うち有価証券利息配当金）

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

少 数 株 主 利 益

中 間 純 利 益

グループの21年度中間決算のご報告（連結情報）

中間連結貸借対照表（平成21年9月30日現在） （単位：百万円） （単位：百万円）
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m i n i  R E P O R T
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会社名 主要業務内容
東邦リース株式会社

東邦コンピューターサービス株式会社

東邦信用保証株式会社

株式会社東邦カード

株式会社東邦クレジットサービス

リース業務

電子計算機による計算業務

信用保証業務

クレジットカード業務および信用保証業務

クレジットカード業務および信用保証業務

区分
関連法人等

関連法人等

関連法人等

関連法人等

関連法人等

■関連法人等

会社名 主要業務内容
東邦情報システム株式会社 電子計算機ソフトウェア開発業務

区分
子法人等

■子会社・子法人等

※従来子会社であった3社（東邦ビジネスサービス（株）、東邦不動産サービス（株）、東邦スタッフサービス（株））は、
　平成21年3月31日をもって解散し、平成21年6月24日に清算結了いたしました。
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株式についてのご案内・役員THE TOHO BANK NOW（東邦の今をお伝えします）

株式についてのご案内

役　員

事業年度
　当行の事業年度は、毎年4月1日から翌年3月31日まで
の1年とします。
株式数・株主数
株式数　・発行可能株式総数……… 798,256,000株

・当中間期末の発行済株式の総数
 …………………………… 221,000,000株

株主数　・当中間期末現在株主数…………10,170名
配当
　期末配当の基準日は、毎年3月31日といたします。
　中間配当をする場合は、取締役会の決議によって、
毎年9月30日を基準日として配当いたします。
定時株主総会
　毎事業年度終了後3か月以内に開催いたします。
定時株主総会の基準日
　定時株主総会の議決権の基準日は、毎年3月31日と
いたします。

単元株式数
　当行の単元株式数は、1,000株といたします。
株主名簿管理人・特別口座の口座管理機関
事務取扱場所　東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号
　　　　　　　日本証券代行株式会社
　　　　　　　電話　0120 -707-843
株式取扱手数料
　株式取扱規程に定める手数料
公告掲載方法
　電子公告の方法により、当行ホームページ（下記参照）
に掲載いたします。
　ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合は、福島市において
発行する福島民報および福島民友ならびに東京都におい
て発行する日本経済新聞に掲載いたします。

 東邦銀行ホームページ  http://www.tohobank.co.jp/

〈株券電子化後の各種お手続きのご案内〉

せ　　や　　とし　  お くし　　や　 しょう   いち たか　 はし　 くに　 ひさ

（平成21年9月30日現在）

取締役会長

取締役頭取

専務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

瀬 谷 俊 雄

北 村 清 士

遠 藤 　 博

本 柳 博 之

渡 辺 正 彦

阿 部 賢 輔

高 荒 俊 勝

常務取締役

常務取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

櫛 谷 昭 一

加 藤 容 啓

梅 津 茂 己

丹 野 真 助

阿 部 隆 彦

斎 藤 紀 一

喜 古 　 真

常勤監査役

常勤監査役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

高 橋 邦 尚

鈴 木 廣 明

齋 藤 信 一

平 賀 八 郎

牧 野 藤 厚

きた    むら　 せい　  し

わた   なべ    まさ     ひこ

もと   やなぎ   ひろ　 ゆき

えん    どう　　　　 ひろし

あ　　べ　  けん   すけ

たか　 あら　 とし　 かつ

か　　とう　 たか   ひろ

うめ　  つ     しげ　  み

たん    の      しん　 すけ

あ　　べ　  たか   ひこ

き　 　こ　         まこと

さい　  とう　  のり　 かず

すず　  き 　 ひろ    あき

さい　  とう　  しん　 いち

ひら　  が　  はち　 ろう

まき　  の　　ふじ　 あつ

TO H O  

m i n i  R E P O R T
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TO H O  

m i n i  R E P O R T
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インターネット支店オープン
　当行１１４ヵ店目の営業店として、平成２１年８月３日に窓口や店舗を持たない県内初のインターネット
上の支店をオープンいたしました。

■インターネット支店の概要
　ご来店の手間をかけずに口座が作成でき、
最寄りに当行の支店がないお客さまにもお気軽
にご利用いただける個人のお客さま向けの支店
です。
　お客さまのパソコン・携帯電話やキャッシュ
カードで、２４時間いつでもお取引いただけます。

■インターネット支店の主な特徴
●パソコン・携帯電話からのお振込みにかかる
振込手数料が、当行あては無料、他行あては
一律210円（税込）と、窓口より210円（税込）
～630円（税込）割安になります。
●キャッシュカードのATM利用にかかる手数料
が、当行ATMの時間外手数料は常時無料、
コンビニATM利用手数料は月3回まで無料と
なります。
●パソコンからの定期預金の新規お預入れ
にかかる金利が、初回満期日まで店頭表示
金利に年0.2%上乗せとなります。
●パソコン・携帯電話からお取引いただくための
サービス「ダイレクトバンキング」にかかる利用
手数料〈月額210円（税込）〉が、無料となります。
●インターネット支店専用の口座は、通帳がな
く、入出金の明細1年分をいつでもインター
ネットの画面で確認でき、ダウンロードいただ
けます。

普通株式による公募
　当行の中長期的な成長戦略実現に向けた「攻めの資本政策」として、平成21年10月に普通株式によ
る公募増資を実施し、同年11月の第三者割当増資を含め約96億円を調達いたしました。今回の増資に
より、発行済株式数は2億55百万株、資本金は235億円となりました。
　調達資金は主として貸出金に充当し、これまで以上に地域に根ざした銀行として、様々な資金ニーズ
に積極的にお応えしてまいります。

●住所変更、配当金受取方法の変更等のお手続き
　　原則として株主さまが口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）にお申し出ください。株主名簿管理人（日本証券
代行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。
●特別口座に関する各種お手続き
　　証券会社に口座を開設されていない株主さまにつきましては、すでに特別口座を開設しております。特別口座から株主さまが
証券会社に開設された口座への振替、単元未満株式の買取請求および買増請求等の各種お手続きにつきましては、上記特別
口座の口座管理機関（日本証券代行）にお問い合わせください。

福島県内初
インターネット支店

誕生
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て発行する日本経済新聞に掲載いたします。

 東邦銀行ホームページ  http://www.tohobank.co.jp/

〈株券電子化後の各種お手続きのご案内〉
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インターネット支店オープン
　当行１１４ヵ店目の営業店として、平成２１年８月３日に窓口や店舗を持たない県内初のインターネット
上の支店をオープンいたしました。

■インターネット支店の概要
　ご来店の手間をかけずに口座が作成でき、
最寄りに当行の支店がないお客さまにもお気軽
にご利用いただける個人のお客さま向けの支店
です。
　お客さまのパソコン・携帯電話やキャッシュ
カードで、２４時間いつでもお取引いただけます。

■インターネット支店の主な特徴
●パソコン・携帯電話からのお振込みにかかる
振込手数料が、当行あては無料、他行あては
一律210円（税込）と、窓口より210円（税込）
～630円（税込）割安になります。
●キャッシュカードのATM利用にかかる手数料
が、当行ATMの時間外手数料は常時無料、
コンビニATM利用手数料は月3回まで無料と
なります。
●パソコンからの定期預金の新規お預入れ
にかかる金利が、初回満期日まで店頭表示
金利に年0.2%上乗せとなります。
●パソコン・携帯電話からお取引いただくための
サービス「ダイレクトバンキング」にかかる利用
手数料〈月額210円（税込）〉が、無料となります。
●インターネット支店専用の口座は、通帳がな
く、入出金の明細1年分をいつでもインター
ネットの画面で確認でき、ダウンロードいただ
けます。

普通株式による公募
　当行の中長期的な成長戦略実現に向けた「攻めの資本政策」として、平成21年10月に普通株式によ
る公募増資を実施し、同年11月の第三者割当増資を含め約96億円を調達いたしました。今回の増資に
より、発行済株式数は2億55百万株、資本金は235億円となりました。
　調達資金は主として貸出金に充当し、これまで以上に地域に根ざした銀行として、様々な資金ニーズ
に積極的にお応えしてまいります。

●住所変更、配当金受取方法の変更等のお手続き
　　原則として株主さまが口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）にお申し出ください。株主名簿管理人（日本証券
代行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。
●特別口座に関する各種お手続き
　　証券会社に口座を開設されていない株主さまにつきましては、すでに特別口座を開設しております。特別口座から株主さまが
証券会社に開設された口座への振替、単元未満株式の買取請求および買増請求等の各種お手続きにつきましては、上記特別
口座の口座管理機関（日本証券代行）にお問い合わせください。

福島県内初
インターネット支店

誕生
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好みで選べる4つのカラー
キレイもついてる「  　　　　　」 「  　　　　　」

ゴールドカードも

※本会員のお申込みは18歳以上で、本人または配偶者に安定した収入のある個人の方とさせていただきます。（未成年の方は親権者の同意が必要となります）
※お申込みに際しては当行所定の審査がございますのでご希望にそえない場合があります。

※4：キャッシュクレジット一体型の場合、家族会員は1名様までお申込みいただけます。 所定の規定料金は上記の通りとなります。

ATM手数料

東邦銀行ATM時間外手数料 105円（税込）

コンビニATM利用手数料 105円～210円（税込）

Alwaysカード年会費
一般カード 本会員：1,312円（税込）
ゴールド
カード 本会員：10,500円（税込）

家族会員：420円（税込）
家族会員：1名様は無料
2名様からは1名様につき1,050円（税込）

※4

※4
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